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100.0 116.0 193.5 283.0 489.1 730.0 782.6 848.9
A 100.0 104.6 155.4 190.7 233.7 277.0 284.8 293.1
B 28.1 30.1 28.4 27.1 20.5 16.4 15.8 15.4
C 70.5 68.7 62.4 27.1 20.5 50.0 50.0 50.0
A 100.0 122.9 197.9 304.1 677.7 1081.5 1172.5 1287.2
B 48.2 48.5 43.1 41.6 48.8 50.2 50.1 51.1
C 17.4 18.3 18.3 21.4 23.0 22.5 22.3 21.4
A 100.0 114.2 231.9 363.0 583.4 866.5 939.3 1009.7
B 23.7 21.4 28.5 31.3 30.7 33.4 34.1 33.5
C 12.1 13.0 16.7 18.6 24.8 27.5 27.7 28.6




























































1978 6,848 2,038 1,397 397 29.8 68.5 19.5
1984 13,171 5,068 3,214 1,616 38.5 63.5 22.9
1985 16,582 6,340 3,619 1,750 38.2 57.1 27.6
1986 19,066 7,554 4,013 2,381 39.6 53.1 31.5
1988 29,847 12,535 5,865 4,781 42.0 46.8 38.1
1990 38,035 16,619 7,662 6,720 43.7 46.1 40.4













































































































191.3 397.6 686.3 1578 2253.4 2366.4 2476
149.6 298.3 510.9 996.5 1125.4 1165.2 1168















































































































1978 2826.6 608.4 1734.4 235.6 103.8 144.3
1980 2999.7 456.0 1942.3 334.7 113.6 153.1
1985 6979.0 252.4 4103.7 1047.0 516.5 1059.6
1986 7937.1 240.8 4762.0 1270.4 541.3 1122.8
1988 9545.5 250.0 5703.4 1484.8 684.2 1423.1
1990 9264.8 236.1 5571.7 1346.8 711.2 1398.9
1992 1058.1 254.8 6336.4 1540.7 796.9 1652.3
1994 12018.2 260.8 6961.6 1621.8 725.7 2448.3
1995 12862.1 313.5 7564.7 1932.6 952.0 2099.3
1996 13508.3 336.0 7860.1 1948.8 1062.3 1924.3
1997 13050.4 277.0 7634.9 1700.7 922.7 2515.2
1998 12536.6 273.9 7334.2 1633.8 886.4 2408.3
1999 12704.1 247.4 7395.3 1613.7 885.7 2562.2
2000 12819.6 222.1 7466.7 1581.1 898.5 2651.2
2001 13085.6 200.0 7615.1 1564.4 902.7 2803.3
2002 13287.7 205.4 7667.6 1460.4 861.6 3092.8




1978 152.4 49.5 79.4 4.7 6.5 12.4
1980 142.5 37.8 75.8 5.1 8.9 14.8
1985 1222.5 22.4 398.6 59.2 274.4 467.9
1986 1515.3 24.0 635.5 89.3 262.0 504.6
1988 1888.2 23.3 773.5 95.6 372.6 623.2
1990 1850.4 22.4 722.0 90.4 381.4 634.2
1992 2079.2 24.7 793.8 98.4 436.2 726.1
1994 2494.5 24.7 698.6 83.0 369.3 1318.9
1995 2202.7 27.8 718.2 106.7 495.2 854.8
1996 2336.3 28.9 756.4 104.6 546.5 899.8
1997 2014.9 21.5 665.6 82.6 417.1 828.2
1998 2004.0 19.0 662.0 82.1 414.8 826.1
1999 2071.0 16.5 673.5 82.6 412.7 885.6
2000 2084.7 15.1 674.0 79.5 412.5 885.6
2001 2116.0 12.8 672.2 76.2 412.9 941.5
2002 2133.0 32.2 627.7 69.7 380.1 1023.0
年 合　計 農　業 工　業 建築業 運輸業 その他
［図表6］ 全国の郷鎮企業数の推移
（単位：10,000社）
資料）『中国統計年鑑　1997年、同2003年』より作成。
このような農村余剰労働力の移転によって、経済全体に効率的資源配分がもたらされた
と同時に、都市への人口移動圧力の緩和効果もあった。
第２は、農村二重経済構造の変革を促進した矛盾を徐々に解決する。
郷鎮企業の発展は、従来農業の単一経済から工業、商業、建設、サービス業などへ転換
させ、1992年に非農業の生産額が初めて農業生産額を上回った。さらに、1996年に郷鎮企
業の工業生産が急速に拡大し、全国工業生産にけるシェアのおよそ36.3%までに上昇した。
しかし、その後個人企業、企業集団、外国企業の工業生産に占める割合は著しくなるため、
郷鎮企業の占める割合が低減しつつある（図表１参照）。しかし、図表６によると改革・
開放以降郷鎮企業数、とりわけ工業部門の増加が目立っている。
第３は、農業近代化の進行過程を加速する。
前述したように、単に資金面からみる限り、確かに、郷鎮企業の利潤は農業の資本形成
に直接的な貢献を与えないかもしれないが、農村所得の増加によって、農村近代化や農村
文化教育事業及び社会保障のための資金供給の問題を緩和することが無視できない役割を
果たした。
第４は、国家財政収入及び輸出総額に占める割合が高い。
1979～89年のあいだに、郷鎮企業の国家への上納税金の累計は、同期間国家財政収入の
増加額に占める割合の50.9%に達した（1996年に郷鎮企業による税金の支払額が政府税収
の２割を越えた）。また、1986年郷鎮企業の輸出総額が全国輸出総額に占める割合は9.2%
であり、1988年には15.2%までに伸びた。さらに、1996年に一段と高まって約5割にとどま
った。その後やや低下したが依然として40%台の高い水準を維持している。ちなみに、
2002年には43%だった。
以上、すでに見てきた郷鎮企業の発展及び果たした大きな役割（いわば「光」の一面）
があった。その一方、以下のような問題点（いわば「影」の一面）も存在している。
・郷鎮企業の現状と問題点
その問題点については以下のようにまとめておきたい。①生産効率と品質の悪さ。②国
際競争力の弱さ。③経営管理ノウハウの立ち遅れ。④法制度の未整備。⑤生産要素市場組
織上の非効率性。⑥郷鎮企業と地方政府との癒着。⑦環境汚染、などがある。
郷鎮企業の健全な発展を導くためには、上述の問題を改善しなければならない。
まず、上記の①～⑤を解決するために、特に国営企業と競合関係がある業種の郷鎮企業
は、もし今後国営企業の体制改革が進み、供給能力が向上したとすれば、郷鎮企業の市場
競争力が一層弱まるはずである。また、合理化を追及し、あるいは資本・技術集約型企業
中国の「改革・開放」政策下の農村経済の成長と郷鎮企業の発展について
―　　―117
へ転換することによって、農業部門の余剰労働力の吸収力を低下させてしまったのである。
結果として、効率性の追求と雇用吸収力はトレードオフの関係を有し、本来郷鎮企業の持
つ農村余剰労動力の雇用吸収効果が失われる恐れがある。
実は、1980年代半ばまで、郷鎮企業は１億人を超える過剰労働力を吸収し、農家所得の
15%を稼ぎ出すまでに成長したと言われているが、その後「雇用の生産弾力性」は傾向的
に低下していた21。
郷鎮企業は確かにある一定期間、ある程度農村の潜在的余剰労働力を吸収し、人口移動
の衝撃を緩和するクッションの役割を果たした。しかし、現在戸籍の移動がかなり自由に
行われるようになっているので、そのような機能はもはや十分に発揮していない。21世紀
の中国が郷鎮企業を基礎として“世界の工場”になることを考えると、もし郷鎮企業の余
剰労働力の吸収措置が有効性を持っているならば、何故「民工潮」のような社会問題が起
こったのか。だから、郷鎮企業と「民工潮」の併存こそ、中国の社会、経済体制の矛盾が
反映されていると言えるかもしれない22。
また、郷鎮企業と地方政府との癒着問題の改善も郷鎮企業近代化を実現することができ
るどうかに関わっている最も重要なポイントとなる。「改革・開放」以降、郷鎮企業は政
府に税金として利潤の一部を上納し、政府が郷鎮企業に財源不足を補う役割を果たしてき
た。郷鎮企業と政府のあいだには一種の相互補完関係があった。1990年代末から地方政府
の行政介入を排除するために、郷鎮企業の所有権改革が急速に進展してきた。しかしなが
ら、農村部における教育、保育園、医療、養老などの社会福祉サービスの地方政府に依存
する現状を見ると、郷鎮企業の所有権改革はどこまで進展できるか疑問を持つ。
政策の観点から見れば、郷鎮企業の近代化を実現するために上記の問題点を解決する他
に、現在多くの郷村集団所有制の郷鎮企業は産業高度化の問題に直面し、資本集約的技術
産業への転換に悩まされている。それらの問題を解決するために、政府は地域や産業分野
別を越えて企業グループ形成を支援しなければならない。
以上、郷村集団所有制を中心に分析した。しかし、1990年に「農民株式協同制企業暫定
法令」を公布・実施したことにより、郷鎮企業の所有制改革をスタートした。その後、
様々な改正法を相次いで公布し、郷鎮企業の所有制度改革は本格化した。こうした状況下
で、集団所有制を主とした「江蘇省」の郷鎮企業の停滞と民間所有制を主とした「浙江省」
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21 加藤「三農問題の解決―農村近代化の可能性」鮫島・日本経済研究センター編［2000］参照。
22 「民工潮」というのは、内陸部から沿海地域へ出稼ぎ膨大な農民群（民工）の盲流現象である。1994
年頃このような民工がなんと１億7,000万人にも達しているではないかと見られている。「民工潮」は
主に四川、湖南、河南、江西、広西（チワン族）などの地域から広州や、上海へ流れていった。中嶋
［1995］第３章参照。
の郷鎮企業の成長とは対照的であった23。
農業ないし郷鎮企業が直面している問題点は決して少なくないが、しかしながら、「改
革・開放」以降中国経済発展の過程において、農村経済（農業、農村、農民）の成長およ
び郷鎮企業の発展は、とりわけ資本蓄積メカニズムに対して極めて大きな貢献を発揮した
ことのみならず、さらに、その後の対外経済開放政策のなかに外資導入（対外借款と直接
投資）を加速化させ、一種の波及（関連）効果に結び付いたことも言わなければならない。
以上のように、農村及び郷鎮企業が直面している様々な問題を全面的に解決するのは、
郷鎮企業自身の持つ能力を越えている。むしろ政府の役割を問うべきではなかろうか。ま
た、これから中国の一層の経済発展を実現するために、最も重要な要件である郷鎮企業の
所有制度改革と近代的企業制度の導入を見極めたいところである。それらについての研究
は他の機会に譲りたい。
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